〈資料〉重度・重複障害児教育において対象児の実態把握のためにツールを使用することの課題と可能性 : 教育実践論文の文献調査から by 長野 実和 et al.
〈資料〉重度・重複障害児教育において対象児の実
態把握のためにツールを使用することの課題と可能
性 : 教育実践論文の文献調査から
著者 長野 実和, 川間 健之介
著者別名 NAGANO Miwa, KAWAMA Kennosuke
雑誌名 障害科学研究
巻 42
ページ 173-183
発行年 2018-03-31
URL http://hdl.handle.net/2241/00151825
障雹科学研究， 42,173-183, 2018 
資料
重度・重複障害児教育において対象児の実態把握のために
ツールを使用することの課題と可能性
ー教育実践論文の文献調査から一
長野実和＊．川間健之介＊＊
本研究では重度・直複障害児を対象とした教育実践論文を概観し、①対象児の実態
把握の際に使用しているツールの有無とその名称を明らかにするとともに、②ツール
と指導目標設定の方法との関係の整理を通してツールを使用することの課題と可能性
を考察した。実態把揖において心理検査や発達段階に基づくチェックリスト、対象児
の情報の整理・共有のためのツール、各学校で独自に作成したツールを使用している
教育実践がみられその有用性が挙げられた。一方ツールと各教育実践における指導目
標設定の理由を照らし合わせた結果、ツールの種類によって指導目標設定の理由が異
なる傾向が示され、教育実践諭文の記述内容からツールには子供をみる教員の視点を
限定する危険性があることが示唆された。この危険を避けツールを有用なものとする
ためには、各学校がツールの特性を理f~佑し、「個別の指導計画」作成のサイクルにお
ける位懺づけを明確にすることが重要である。
キー・ワード：重度・璽複障害児実態把握 ツール指導目標
I . 問題と目的
昭和54年に養護学校の義務制が実施されて
から30年以上が経過した。義務制実施以来、
医療技術の巡歩の影闊も加わり、特別支援学校
（旧盲・聾・養護学校）では在紐する児菫生徒
の障害の重度・重複化、多様化が巡んでいる。
特に、特別支援学校（肢休不自由）においては、
重籾障害学級在籍率が70%台を超えるなど他
の障害領域の特別支援学校と比べ重複障害者の
在籍率が圧倒的に高い（文部科学省初等中等教
育局特別支援教育課， 2017)。特別支援学校（肢
休不自由）に在籍する重複障害児のうち、知的
障轡を併せ有し意息表出に困難のある重度・重
複障唱児は、見た目の障害の重さによって知的
＊筑波大学附属視槃特別支援学校
＊＊筑波大学人間系
機能の側面も低く捉えられがちである。また佐
島 (2009)によると、彼らの知的恨能の水準の
低さは生活経験・学習経験の制限の影闊を受け
たものであり、潜在的にはより高い能力水準に
ある可能性があるとされている。そのため重度・
重複障害児の指導においては、本来の知的機能
や潜在的な能力水準を把掴することが重要とな
る。しかし意息表出の困難さから、何をどこま
で理解しているか客観的に確認する手段が制限
されているため、直度・重複障害児の全体像を
捉えることは非常に難しい。
平成21年改訂の特別支援学校小学部・中学
部学習指導要領には、「障害の状態により特に
必要がある場合」に弾力的な教育課程の編成を
行い、自立活動を主とした指導を行うことが可
能である旨が規定されており（文部科学省，
2009a)、重度・重複障害児の多くが自立活動を
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主とした教育課程で学んでいる。また「自立活
動の指導に当たっては、個々の児窟又は生徒の
障害の状態や発達の段階等の的確な実態把握に
基づき、指導の目椋及び指樽内容を明確にし、
個別の指導計圃を作成する」こととされている
ように「個別の指導計画」の作成は各学校の義
務である。しかし対象となる児窟生徒の障害の
，状態は一人一人異なるため、具体的な作成の手
）順や実態把担の内容等は各学校が考えるべきこ
ととされている。「佃別の指導計画」作成に必
要な実態把握や指導目標設定に閃して特別支扱
学校小学部・中学部学習指導要領では「1祉々 の
児菫又は生徒について、障害の状態、発逹や経
験の程度、興味• 関心、生活や学習環境などの
実態を的確に把握すること」、「実態把握に砧づ
き、長期的及び短期的な観点から指樽の目椋を
設定」することとある（文部科学省， 2009a)。
これに基づき平成21年改訂の特別支援学校
学曾指禅要領解説自立活動編（文部科学省，
2009b)では、「個別の指導計圃」作成の手）I且や
実態把担の内容や方法、指導目標の設定につい
て例や配慮事項が示されている。しかし各学校
が実態把掴の内容や範囲をどのように明1i化にす
ればよいのか、また実態把担を通して得られた
多様な情報をどのように整理し、指導目標を導
き出せばよいのかについては示されていない。
そのような中、研究機関や特別支援学校にお
いて、重度・重複障害児の実態把捏のため、あ
るいは実態把棚から指導目標を導くためのツー
ルの研究• 閲発がなされている（例えば、広
県・立幅山特別支援学校教育研究部， 2017;国立
特別支扱教育総合研究所， 2008;長崎・自立活動
研究会， 2010)。しかしこうしたツールを使川
した教育実践を総括してみたものはなく、また
ツー ルを使）平jすることの意義やツールが実態把
捉や指導目標設定にどう活かされているかにつ
いては明らかにされていない。
そこで本研究では、重度・爪複障害児を対象
とした教育実践論文を概観し、①対象児の実態
把握の際に使用しているツールの有無とその名
称を明らかにするとともに、②指尊目標設定の
方法との関係を整理することを通して、ツール
を使用することの課題と可能性について考察す
ることを目的とする。
叫方法
1 . 対象
対象となる諭文は、重度・重複陪害児を対象
とした教育実践を多く掲載している雑誌「}1支体
不自由教育」（日本肢休不自由児協会発行）と
「いのちはぐくむ 支援教育の展望」（障害者団
休定期干I」行物協会発行）及び全国特別支援学校
肢体不自由教育校長会が編集している「Jj支休不
自由教育実践 授業力向上シリーズ」（ジアー
ス教育祈社発行）及び国立情報学研究所が連営
するデータベース「CiNiiArticles」からオ1出し
た。対象時期は自立活動が学習指導要領におい
て明記された後の 2000 年 ~2017年 7 月（ただ
し「いのちはぐくむ 支援教育の展望」ば刊行
されていた2005年から2008年，「肢体不自由教
育 授業力向上シリーズ」は2013年から 2016
年）とした。対象となる実践の条件は、①知的
障害と肢体不自由を含む二つ以上の障害を併せ
有する重度・重複障害児を対象としているこ
と、②なんらかの指導目標（もしくは諜題やね
らい）が明記されていること、③児筑生徒個人
に焦点をあてた教育実践であることとした。な
お、「CiNiiArticles」で論文を検索する際のキー・
ワードは「重度重複障害」とした。
2. 分析方法
(J)実態把握の際に使用しているツール：実
態把担の際に、分類法や身体障害者手帳の等級、
心理検査その他の実態把担のためのツールを
使用しているか調べ、使用しているツールの名
称を1月示し、その種類ごとに論文を分類した。
(2)指導目標設定の埋1主I: 各教育実践の対象
児の個別の指導目標に1見jし、その目標を設定し
た埋由やその目標を導き出した過程が記載され
ているか1確認した。そのI祭、各論文の記述から
帰納的に「指導目椋設定の理由」に関するグルー
プを設定し、各教育実践を当該グループに分類
した。
-174-
重度・孤複障紺児教育において対象児の実態把拙のためにツールを使用することの課題と可能＇「生
(3) 実態把握の際に使用しているツールと
「指導目標設定の理由」の関係： (1)で分類し
た実態把握の際に使）廿しているツールのグルー
プと、 (2)で分類した「指禅目椋設定の理由」
のグループをクロス表で示し、両者の関係を確
した。
皿結果
1. 抽出した論文数
全部で68本の論文を抽出した。内訳は、「肢
休不自由教育」から 36本、「いのちはぐくむ
支援教育の展望」から 1本、「肢休不自由教育
授業力向」：：シリーズ」から 17本、それ以外に
CiNiiから 14-本である。 CiNiiで「重度直複障害」
のキーワードで検索すると 715本の論文が提示
された (2017年8月20日現在）。その中から査
読晰査のない雑誌や紀要諭文、大会発表諭文集
等を除外し、条件を満たす論文を打[1記した結呆、
対象となる論文は14本に絞られた。なお、こ
れらの諭文の中には複数の教育実践を記載する
ものが9本含まれていたため、今囮対象とする
教育実践は77件となる。
2. 実態把握の際に使用しているツール
(1)全休の傾向：実態把握の際に分類法や身
休障害者手帳の等級、心理検査、その他の実態
把握のためのツールを使用している教育実践は
45件（全休の58.4%)であった。使用されてい
るツールを特徴ごとに分類すると、「分類・等
級」、「心理検査綽」、「発逹段階に基づくチェッ
クリスト」、「対象児の実態把握を通して得られ
た多椋な惰報を整理し、関係者で共有するため
のツール」（以下、「整理・共有のためのツー
ル」）、「独自のツール」の 5つのグループに分
類することができた。グループごとに見ると、
大島分類等の「分類・綽級」を使用している教
育実践が6件 (7.8%)、遠城寺式乳幼児分析的
発述検査やK-ABC的の「心理検査等」は20件
(26.0%)、学習到遮度チェックリストや感党と
連動の高次化チェックリスト委拿の「発逹段階に
払づくチェックリスト」は 7件 (9.1%)、諜姐
閃連図やJCF関連図筈の「整埋・共有のための
ツール」は 9件 (11.7%)、各学校が独自に作成
した「独自のツール」は15件 (19.4%)であっ
た (Table1)。
(2)使用されているツールの分類と名称： (1) 
で述べた使用されているツールの分類ごとに、
ツールの名称とそれを使用している教育実践の
数及び記載論文をTable2にまとめた。「独自の
ツール」は各学校が実態把握のために作成した
ものであるためその内容は椋々である。各ツー
ルの特徴から、「独自のツール」を①主に発逹
的視点から対象児の実態を把握することを目的
としたもの、②主に実態把握を通して得られた
多様な梢報を整理し、関係者間で共有すること
を目的としたもの、③摂食や言語など特定の領
域の実態の整理を目的としたものの3つのグ
ループに分類した。ここでは便宜的に①のグ
ループの名称を「発達的視点を有するもの」、
②を「整理・共有を目的としたもの」、③を「特
定の領域の実態把担を目的としたもの」とし、
これらの「独自のツール」の名称と記載論文を
Table 3にまとめた。
3. 指導目標設定の理由
(1)全1本の傾向：ほとんどの教育実践から
「指禅目椋設定の理由」を読み取ることができ
たが、 17件 (22.1%)の教育実践においては、
読み取ることができなかった。これらの教育
実践が記載されている論文では、間題の所在や
研究の目的として、 QOLや自立の観点から排
尿行動を自立することが望ましい旨や（保坂，
2005)、主1本的・自発的な動きを引き出すのに
効果的な支援方法（杉山・森・猪平・柿澤，
2011; 徳永， 2001等）、「個別の指導計画」の作
成や活川の方法（松本， 2016等）、身1本連動発
達と祝知覚認知発逹の関連性（小柳津・森騎，
2015等）、ムーブメント法やMEPA-Iの活用法
（新井・小林， 2000)について述べられていた。
これらの教育実践では研究の目的に沿う指樽目
標は設定されていたが、個々の対象児の実態把
握の結呆からなぜその指導目椋を取り上げたの
かという点については記載されていなかった。
(2)「指尊目標設定の理由」の分類：各論文
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Table 1 実態把握の方；法と使用しているツールの分類
実態把握の方法
ツール使用
使用している
ツ ルーの種類
ツール不使用
ツールの分類 実践数（％）
45 (58.4) 
分類 ・等級 6 (7.8) 
心理検査等 20 (26.0) 
発達段階に基；づくチェックリスト 7 (9.1) 
整理 ・共有のためのツール 9 (11.7) 
独自のツー）レ 15 (19.4) 
32 (41.6) 
複数の種類のツールを使用している実践も含まれる．
Table 2 実態把握の際に使用しているツールの名称ごとの実践数と記載論文
分頷
分類・等級
ツール名
大島分頃
障害者手帳の等級
WISC-Ill 
l<-ABC 
国リ ハ式言語発造遅滞検歪~
絵画語い発達検歪
実践数 論文
2 阿月IS(2009) , 料可音13(2011) 
保坂 (2003), {呆j反 (2005), 小柳津・森崎 (2015)
源甲斐 (2012)
3 泉 (2006) し1艮本 (2009) 
2 吉川 (2005), ~芍免 (2008)
2 矢i免 (2008), 根*(2Q09) 
心浬検盃等
遠城寺式乳幼児分析的発達検歪 6 徳永 (2001), 保坂 (2005), 阿部 (20Q9), 根本 (2009), 山田 (2013), 藤澤• 姉埼 (2016)0
新版k式発達検査
MEPA-ll 
MEPA-R 
初朋発達アセスメント
実践に活かす見え方アセスメント
発達段階に基学習到達度チェックリスト
づくチェック 感笈と運助0)高次化チェックリスト
リスト 学習習得状況把握表
~ 課題脚連図
姿理・共有の
!CF関辿図
ためのツール
PATH 
3 中山・小林 (2000), 吉川 (2005), 矢挽 (2008)
3 新井・小林 (2000), 阿部 (2009), 阿部 (2011)
乗金 (20]6) 
泉 (2006)
2 古川 (2014), 渡逹~(2014)
― 古山 (2010), 松:;:;;;(2016) , 立岡 (2017)
毛利 (2014), 松ヰミ (2016)
3 安座伐l(2013) , 柑廿山 (2015)
5 保坂 (2003), 尾向 (2006), 木下 (2014)'上出 (2016), 小野 (2017)
4 渡遥 (201O) , 下山 (201.1), 渡造 (2014), 佐藤 (2016)
1 下山 (201'1.)
独自のツー）レー 15 
菊野 (2008), 鶴 (2009) • 杉山ら (2011), 山田 (2013), 荒川 (2014), 毛利 (2014), 寺崎 (201・1), 
勝田 (2015), 川口 (2015), 近藤 (2016), 乗金 (2016), J:出 (2016)、小野 (2017), *乍居 (2017)
複数の突践を行っている論文も含まれる
Table 3 各学校が独自に作成したツールの分類，名称及び記載論文
分類 ツールの名称 論文
重度・重複障害児のアセスメントチェックリスト
発達的視点を有
算数科指導内容表，算数科チェックリスト
岡山県特別支援学校キャリア教育の発這拝皮階表
， 
作居 (2017)
上出 (2016)
乗金 (2016)
川口 (2015)
するもの 重度・重複障害児のアセスメントチェックリスト，課題整理シート，プロフィ ール表
実態把握チェックリスト
自立活動の手段における手順シー ト
連携図
鴎 (2009)
整理 ・共有を 目 連携図
/」＼野 (2017)
勝田 (2015)
毛利 (2014)
的としたもの
特定の領域の実
態把握を目的と
したもの
その他
アセスメント表， からだプログラム
自立活動チェック表，指導目標 ・指導内容設定のためのプロフィ ール表
目標設定シート
荒川 (2014)
寺崎 (2014)
鴎 (2009)
上出 (2016)
近藤 (2016)
杉山ら (2011)
算数科内容系統表
摂食実態把握表
視覚活用実態把握表
評価表
自立活動実態把捉チェックリスト
菊野 (2008)
山田 (2013)
「その他」 は論文中にツールの内容に関する説明がないものである．
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Table 4 「指樽目標設定の理由」 の記載の有無と分類ごとの実践数
「指導目標設定の理由」 記載あリ
①発達段階に応じて設定
②学習上• 生活上の困難の改善のため設定
分類 ③問題行動や不適応行動の改善のため設定
④本人や保護者）教師の願いから設定
実践数（％）
60 (77 .9) 
13 (16.9) 
32 (41.6) 
4 (5.2) 
6 (7.8) 
⑤将来の生活の質の向上のため設定 5 (6.5) 
17(22.1) 「指導目標設定の理由」記載なし
の記述から「指導目標設定の理由」について以
下の 5つのグループを帰納的に設定し、各教育
実践を当該グループに分類した (Table4)。
① 「発達段階に応じて設定」：発迎的観点か
ら行われた実態把握をふまえ、対象児の発
逹上の課題を指導目標として設定している
グループ。
② 「学習上•生活上の困難の改善のため設定」
主として対象児の学曾上、生活上の困難：さ
から実態把握及び指禅目椋の設定を行って
いるグループ。
③ 「間姐行動や不適応行動の改恙のため設
定」：学習や生活上の行為が成立しないほ
ど困難さの度合いが強く優先度の高い課題
の解決を目標としているグループ。
① 「本人や保設者、教nmの願いから設定」：
実態把握をふまえて目標の優先度を決める
際に、本人の願い（あるいは第三者が批測
した本人の願い）や保護者や教帥の頻いが
強く反映されているグループ。
⑤ 「将来の生活の貨の向上のため設定」：対
象児の将来の生活の質を向上させることを
主限に目標を設定しているグループ。
なお、教育実践の中には複数のグループに該
当すると思われるものも含まれていたが、その
場合、論文の目的等を勘案したうえで最も適当
なグループに分類した。また「指導目標設定の
理由」について、「対象児の実態をふまえて指
導目標を設定した」という旨の記述しかみられ
ない論文が多くみられた。このうち、対象児の
全般的な実態把握がなされており、かつ実態の
中に記載されている課題や即)jtさと、設定され
た指導目標が対応している場合には、その教育
実践を②のグループに分類した。④では本人の
願いと第三者の願いを同じグループとして扱っ
ている。それは両者の願いを同等に取り扱って
いる教育実践が多いことや本人の願いは第三者
が雅測したものである場合が多いことから、本
人の頻いと第三者の願いを分けることが難しい
と判断したためである。
4. 実態把握の際に使用しているツールと指
導目標設定の理由の関係
実態把握の際に使用しているツールと、「指
樽目標設定の埋由」のグループのクロス表を作
成し両者の閃係を示した (Table5)。なおここ
では実態把握の際にツールを記載していない教
育実践や「指導目標設定の理由」を記載してい
ない教育実践は除外した。使用しているツール
を軸に表をみると、「分類・等級］や「心理検
査等」を使用している教育実践は「指導目標設
定の埋由」のグループの全休に分布しているこ
とがわかる。一方「発達段階に基づくチェック
リスト」を使用している教育実践は①のグルー
プに、 「整理 ・共有のためのツール」を使用し
ている教育実践は②や④、⑤のグループに多く
分布していることが明らかになった。同様に「独
自のツール」も分類ごとに見ていくと、 「発達
的祝点を有するもの」は①のグ）レープに、「整理・
共有を目的としたもの」は②に多く分布してい
ることが示された。
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Table 5 実態把握の際に使用しているツールの種類と 「指導目標設定の埋由」の関係
既存0)ツール 独自のツール
「指導目踪設定の理由j
論文 分類等級 心理検歪等 発逃段階に基づく 賂理 ，共有の 発造的視点を 路理，共有を目的特定の領域の実慇把掘を
の分類
チェック リスト ためのツール 有するもの としたもの 目的としたもの
杵麻 (ZOJ7) 
立岡 (2017)
乗金 (2010) ． 
上出 (2016)
川口 (2.015)
柵山 (2015)
①発速段階に応じて設定 毛利 (2014)
安座tlf(2013) 
阿部 (20ll) ． ． 
古山 (2010).
根本 (2009) ． 
鶴 (2009)
小野 (2017)
屈§翠妍i函1(201.G) ． 
近藤 (2016)
勝田 (2015)
荒川 (2014)
②学習上、 • 生活上の困難 木下 (2014)
寺崎 (2014)
の改善のため設定 浪造 (20lf.) ． 
山田 (2013)
渡造 (2010)
菊野 (2008)
短免 (2008) ． 
吉川 (2005)
③問題行助や不適応行励．泉 (2006.l ． 
の改善のため設定 中山小杯 (2000)
佐藤 (2016)
④本人や保殴者．教師0) 古川 (2014) ． 
殴いから設定 r山 (2014)
阿名~(2009) ． ． 
⑤将来の生活の質の向上尾崎 (2006)
のため設定 保坂 (2003) ． 
訊考察
1 . 実態把握の際に使用しているツールの有
用性
実態把握の際に何らかのツールを使用してい
る教育実践が45件 (58.4-%)ある一方、ツール
を使用していない教育実践が32件(41.6%)あっ
た。特別支援学校学習指導要領解説自立活動編
（文部科学省， 2009b)では、実態把握の方法と
して検査法以外に観察法、面接法等の直接的な
把提の方法や保護者等からの情辛1収集が挙げら
れており、 ツールを使用していない32件の教
育実践においては、これらの方法に よって対象
児の実態を把握したと考えられる。観察法や面
接法による実態把握には、対象児の全般的な椋
子を広く捉えることができるという利点があ
る。しかし検査法とは異なり、観察法や而按法
では実態把握の内容や範囲が明確ではないとい
うこ とも指摘することができる。また、主観的
評価になり やすい、観点の偏りが生 じやすい、
． 
． ． ． 
． ． ． ． ． ． 
． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． 
． ． ． 
教員によって評価の仕方や観点にばらつきがあ
り共通理俯をもちにくい等の課姐も指摘されて
いる（川間， 2017に半数以上の教育実践でツー
ルが使用されていた理由の一つは、こうした観
察法や面接法による実態把棚の課題を改善する
ためだと考えられる。
使用 しているツールの種類としては、「心理
検査等」が最も多く、その中では遠城寺式乳幼
児分析的発迄検査が最も頻繁に使われている。
この検査は、比較的,in単な方法で対象児の 0か
月か ら4歳 7か月ま での「迎動」、 「社会性」、
「言話」 の発迄段階を視覧的に示すことができ
るため、対象児の発達の迎み具合やバランス を
把据しやすいという利点がある。一方こうした
発逹検査の課題として、第一に他の心理検査と
同様、一般の乳幼児を対象に作成 ・標準化され
ているため、直度 ・重複障害児に適合しにくい
場合があることが挙げられる （野崎'.,2016)。第
ニに学校の指禅とのつながり が検討されていな
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いため、授業につながる学習評価に活用するた
めには、項目の区分を読みかえなければならな
いこと(-木， 2014)、第三に指導目標の逹成の
評価は意図されていないため、評価で活用する
ことはifltしいと考えられること（川I廿L2017) 
も指摘されている。今回抽出した「心理検査綽」
を使用した教育実践では、実態把担の一環とし
て心理検査綽が行われているものの、その結朱
から直按指導目標や指導内容・方法を樽き出し
たり評価のために検査を）廿いる綽して、検査結
呆をその教育実践に役立てたという記述は、
ME'.PA-IやMEPA-Rを使用したものを除き見ら
れなかった。特別支援学校学習指導炭領解説自
立活動編（文部科学省， 2009b)には「個々の幼
児児狐生徒の実態把担は・..実態の的確な把握に
基づいて、 1ul別の指導計画を作成することから
特に重炭である」という記述がある。実態把握
は、単に対象児の情報を得るだけでは十分でな
く、指導目標の設定や実際の指導に生かされる
ものでなくてはならない。そのため心理検査を
使用するI祭には、検査結呆を重度・重複障害児
の指導に活かせるよう「ilu別の指導計画」作成
のサイクルに組み込む工夫が必要となる。
心理検査のように標進化されてはいないもの
の、客観的指標に成り得るものとして川いられ
ているのが、「発達段階に悲づくチェックリス
ト」や「発達的祝点を有する独自のツール」で
ある。これらはもともと障害の重い子どもに対
する指導場面で活）Flすることを目的として作成
されたものである。その多くが、発逹の各領域
における対象児の発遠段階や発逹課題を行動観
察によって明らかにし、指導目椋の設定から
価まで一貰して使川できるものになっている。
一方、「整理・共有のためのツール」は、実態
氾握で得られた多様な情報を整理し、関係者lc¥J
で共有するためのものである。特に課題関連図
やICF関連図は、多様な闘恨から重点課題とな
る指導目標を導き出すために使用されていた。
「発達段階に砧づくチェックリスト」や「整理・
共有のためのツール」を使用している教育実践
論文では、ツールを使用することの利点として、
客観的評価が可能になること（上出， 2016)、対
象児の実態を教員JMjで共有し共通理解を図るこ
とができること（古山， 2010)、対象児の課題が
明li化になること（安座間j,2013 ; 川口， 2015; 
杵磨， 2017)、各課題や各領域の関連が意識さ
れること（川口， 2015;鶴， 2009)、指禅の根拠
や保護者への説明材料になること（安座間，
2013)が挙げられている。これらの記述から、
直度・璽複障轡児の実態把握やそれを基に指導
目標を設定する際にこれらのツールが有用であ
ることがうかがわれた。
2. 指導目標設定の理由との関係からみた、
ツールを使用する際の課題と可能性
Table5から、実態把握の際に使用するツール
の種類によって、「指導目標設定の理由」が異
なる傾向が示唆された。この結果をふまえ各教
育実践を見直すと、諜題関連図綽の「整理・
有のためのツール」のみを使用した教育実践で
は、発達的視点に基づく記述がなされておらず、
一方「発達段階に基づくチェックリスト」等発
逹的視点を有するツールのみを使用している場
合には、対象児の将来の可能性を広い視野から
見通すような長期的な観点がみられないという
ことが指摘できる。
特別支援学校小学部・中学部学習指導要領で
は、対象児の発達等について実態把握を行うこ
とと、長期的な観点から指導目標を設定するこ
とが並列して記載されている（・文部科学省，
2009a)。また指導目標の設定に関して、「個々
の幼児児窟生徒の実態に即して必要な指導内容
を段階的、系統的に取り上げることが大切であ
る。すなわち、段階的に短期の目標が逹成され、
それがやがては長期の指導の目標の述成につな
がるという）及望が必要である」と記載されてい
る。これらの記述から、指導目標の設定におい
て、発辻的祝点を有することと長斯的な観点を
もつことはどちらも同じように重要かつ欠かせ
ないものだといえるだろう。特別支援学校学習
指導要領僧説自立活動編（文部科学省， 2009b)
では、「実態把握の内容やその範皿は自立活動
の指導を行う観点から明祁化に整理する必要があ
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る」とされている。このことを忘れ、「発達段
階に基づくチェックリスト」等、実態把握の内
容や範囲がはじめから限定されているツールを
使用することにより、対象児の実態把握や指導
目標設定の際の教員の視点を限定し、璽要な観
点を失ってしまう危険性がある。
一方、使用しているツールの種類によって、
「指導目椋設定の理由」が偏ったり、発達的視
点や長期的観点が抜け落ちていたりする教育実
践が多い中、鶴 (2009)や才乍磨 (2017)のよう
に、発達的視点と長期的観点の両方をもって指
樽目標を設定している教育実践もみられた。こ
れらの教育実践では、使用しているツールの特
性を理解した上で、そのツールだけでは把握し
きれない情報を他の方法で収集し、指導目標を
精選していた。ツールを使用する際には、一人
一人に応じた指樽を行うために実態把握で何を
明らかにする必要があるのか、そしてそれを基
にどのように指樽目椋を導き出すことができる
のかを、明柑{I:にした上で、「個別の指樽計画」
作成のサイクルにおけるツールの位罹づけを確
かなものにすべきである。このような手続きを
へて、はじめてツールは実態把握や指禅目標設
定の際の教員の視点を限定し、重要な観点を失
わせてしまうという危険性を超えて、有用な道
具に成り得ると考えられる。
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ChaJlenges and Possibilities to Use Assessment Tools in Education 
for Children with Profound Intellectual and M.ultiple Disabilities: 
The Literature Review of Practical Studies on Education 
Miwa NAGANO* and Kennosuke KAWAMA** 
This study reviewed the li.terature between 2000 to 2017 on practical studi.es for children wirh 
profound intellectual and multiple disabil」t.ies,focusing on assessment tools. 28.6% o「pracricesused 
psychological tests as assessment tools, io orbers it was used developmental checklists, tools「or
sharing and arangement of information, and tools developed by school. According to these practices, 
it was useful for setting teaching objectives as well as assessment touse these tools. However, by 
comparing assessment tools with the purpose of setting teaching objectives, it become clear tbat the 
practices using developmental checkli_sts tended to set developmrntal tasks asteaching objectives. On 
the other hand, most cases using the tools for sharing and arrangement of information aimed to 
improve daily problems. This suggested tbere was a risk that it could limit a point of view of a teacher 
to use assessment tols. To avoid this Tisk, it is necessary to be familiar with tools and make sure how 
you set these tools on the proces of writing the individualized education plan 
Key words: children with profound and multiple disabilities, assessment tools1 teaching objectives 
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